
昭和 60年報告で示された要素別に判断を示した通達の例 

 

【平成 19 年 9 月 27 日付け 基発第 0927004 号 バイシクルメッセンジャー及びバイクライダーの労働

者性について（抄）】 

問 

（略）当局管内においては、特定信書便事業又は貨物軽自動車運送事業（以下「特定信書便事業等」とい

う。（略））を行う事業場において、自転車又は自動二輪車を使用し、信書の送達又は貨物の輸送を行って

いるが、当該事業場には自転車を使用して業務を行ういわゆるバイシクルメッセンジャー又は自動二輪

車を使用して業務を行ういわゆるバイクライダー（以下「バイシクルメッセンジャー等」という。）が多

数従事しているところである。 

これらバイシクルメッセンジャー等は、特定信書便事業等の事業を行う者（以下「バイク便事業者」と

いう。）と「運送請負契約」と称する契約を締結し、業務に従事しているものであるが、当局において、

これらバイシクルメッセンジャー等の就労の実態のあるバイク便事業者について調査した結果、下記１

のとおりであることが判明したところである。 

ついては、これらバイシクルメッセンジャー等の労働者性について、下記２のとおり解してよろしい

か、お伺いする。 

記 

１ 当局の調査結果 

 ⑴ 契約関係 

   バイシクルメッセンジャー等は、バイク便事業者と「運送請負契約」と称する契約を締結し、契約

上、業務請負として配送業務に従事している。 

 

 ⑵ 使用従属性に関する事実関係 

  ア 仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の自由 

    仕事の依頼、業務従事の指示等に対する諾否の自由は、契約上認められているが、実態をみる

と、仕事の依頼、業務従事の指示等を拒否している例はみられない。 

  イ 指揮命令等 

  （ⅰ）配送業務については、伝票の作成方法、運送方法、携帯電話の使用方法及び顧客の接客等に関

して手引が定められており、バイシクルメッセンジャー等は、営業所長の面接を受けて採用され

た後、この配送に関する手引に基づき行われる座学研修と営業所長に帯同した実地研修を数日

間受講している。 

     なお、研修期間中は一定額（日額）の報酬が支払われている。 

  （ⅱ）採用後は、各営業所に配属され、日常、営業所長の指示の下、配達業務に従事している。 

  （ⅲ）日々の配送業務においては、出勤時、営業所長から交通安全、接遇マナー等についての諸注意

を受けた後、各バイシクルメッセンジャー等は、各自の待機場所へ移動し、配送指示があるまで

待機する。その後、配車センターからの配送指示に従いに荷を配送し、次の配送指示があるまで、

配送を終えた場所で待機し、以後、業務終了時まで配送・待機を繰り返す。 

  （ⅳ）日々の配送指示は、顧客から配送依頼のあった一件の配送品ごとに引取先、引取時刻、届出先
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及び配送時の注意事項等が指示されている。 

  （ⅴ）配送経路は、契約上、「最も合理的な順路で走行すること」とされており、研修時には、最短

距離で到着するよう指示されている。 

  （ⅵ）バイシクルメッセンジャー等は、携帯電話の保持が義務付けられており、最初の配送指示があ

るまでの待機場所への到着時、配送指示メール受信後の移動開始時、荷の引取時、配送終了時

（配送後の待機開始時）、休憩開始時及び休憩終了時において、携帯メールで配車センターに報

告することが求められている。 

  （ⅶ）バイシクルメッセンジャー等は、営業所長の指示があった場合には、内勤スタッフの業務を手

伝うことがある。 

以上のように、業務の遂行方法等に関する詳細な指示を受け、常時バイク便事業者から管理され

ているものであり、業務遂行上の指揮監督が行われているものと認められる。 

  ウ 拘束性 

  （ⅰ）各営業所では、配送体制を確保するため、営業所長が配送量を勘案し、日々の配送業務に必要

な配送員数を定めるとともに、各人の具体的な出勤日・勤務時間についても、本人の希望、配送

料等を勘案し、各人ごとに定めている。 

  （ⅱ）各バイシクルメッセンジャー等は、出勤日には始業時刻までの営業所への出所と業務終了後の

営業所への帰所が義務付けられており、欠勤等がある婆は、営業所長への連絡が求められてい

る。 

  （ⅲ）バイシクルメッセンジャー等の日々の出勤時刻等の出勤状況は、出勤簿により管理されてい

る。 

  （ⅳ）配送業務については、一件当たりの配送処理時間が定められている。また、上記イのとおり、

荷の配送後においては当該配送を終えた場所での待機が指示されているほか、休憩時間につい

ても携帯メールで報告することが求められている。 

    以上のように、時間的・場所的な拘束性があるものと認められる。 

  エ 代替性 

契約上、業務の再委託は禁止されているほか、実際にもバイシクルメッセンジャー等は、所定の

研修を受けて承認された者に限定されていることから、配送業務を他の配送員に委託するなど労

務提供の代替性は認められない。 

  オ 報酬の労務対償性 

  （ⅰ）報酬は、完全歩合制を採用しており、月末締切の翌十五日支払（口座振込）となっている。 

  （ⅱ）歩合給は、月ごとの配送料金合計額の五十％を基本歩合率とした上で計算されるが、平日にす

べて出勤した場合、皆勤加算として基本歩合率に一定の歩合率が加算される一方、あらかじめ定

められた出勤日に出勤しない場合には欠勤減算として、あらかじめ定められた出勤時刻に営業

所に出所しない場合には遅刻減算として、それぞれ基本歩合率から一定の歩合率が減算される。 

以上のように、出勤日・勤務時間に応じて加算減された報酬が定められており、報酬の労務対償

性が認められる。 

 

 



 ⑶ 事業者性に関する事実関係 

  ア 機械・器具等の負担関係 

    業務用無線（必要な場合に限る。）、配送員用バックは会社負担であるが、自転車や自動二輪車の

ほか、携帯電話は自己負担であり、この維持に要する燃料代・修理代・税金・車検代等についても、

自己負担となっている。 

  イ 報酬の額 

    バイシクルメッセンジャー等の報酬の額は、日額に換算すると一万円から一万五千円程度とな

っている。 

  ウ 商号の使用 

    独自の商号の使用は認められておらず、バイク便事業者の企業名が表示されている配送員用バ

ックや荷箱の使用が義務付けられている。 

  エ 専属性 

    他社の業務に従事することは契約上制約されていないが、出勤日・勤務時間があらかじめ指定

され、その間は拘束されていることから、兼業を行うことは困難な状況にある。 

 

２ 当局の判断 

上記１のとおり、当該事業場に対する調査の結果、バイシクルメッセンジャー等については、自転車

等の装備品が自己負担であるなど事業者性を肯定する要素も一部認められるものの、使用従属関係を

肯定する事実として、①業務の内容及び遂行方法に係る指揮監督が行われていること（指揮監督がある

こと）、②勤務日及び勤務時間があらかじめ指定され、出勤簿で管理されていること（拘束性があるこ

と）、③他の者への配送業務の委託は認められていないこと（代替性がないこと）、④報酬の基本歩合率

が欠勤等により加減されること（報酬の労務対償性があること）等が認められ、さらに、労働者性の判

断を補強する事実として、⑤独自の商号の使用は認められず、事実上兼業を行うことは困難な状況にあ

ること等が認められ、総合的に判断すると労働基準法第九条の労働者に該当するものと認められる。 

 

答 （略）貴局において調査した結果から総合的に判断すると、使用従属関係が認められるため、貴見の

とおり解する。 


